
 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
近畿地方年金記録訂正審議会 

平成 29 年３月 31 日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの     ６件 

         厚生年金保険関係      ６件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの          ６件 

         国 民 年 金 関 係        ３件 

         厚生年金保険関係      ３件 

          

          



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600561 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600221 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における請求期間のうち、平成 16 年 12 月１日から平成 17 年３月１日までの

期間、同年４月１日から同年６月１日までの期間、同年７月１日から同年８月１日までの期

間、同年９月１日から平成 18 年９月１日までの期間及び平成 23 年９月１日から同年 10 月１

日までの期間の標準報酬月額を次のとおり訂正することが必要である。平成 16 年 12 月から

平成 17 年２月までは 26 万円を 28 万円、同年４月は 26 万円を 34 万円、同年５月は 26 万円

を 30 万円、同年７月は 26 万円を 28 万円、同年９月から平成 18 年８月までは 26 万円を 30

万円、平成 23 年９月は 16 万円を 17 万円とする。 

上記訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、保険給付

の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

      請 求 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月１日から平成 17 年９月１日まで 

② 平成 17 年９月１日から平成 18 年９月１日まで 

③ 平成 23 年９月１日から同年 10 月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの請求期間①、②及び③について、標準報酬月額が実際の給

与支給額よりも低く記録されている。所持している給与明細票を提出するので、当該期間

の標準報酬月額の記録を実際の給与支給額に見合う額に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①のうち、平成 16 年 12 月１日から平成 17 年３月１日までの期間、同年４月１

日から同年６月１日までの期間及び同年７月１日から同年８月１日までの期間について、

請求者から提出された給与明細票から判断すると、請求者は、当該期間について、オンラ

イン記録の標準報酬月額を超える報酬月額の支払を受け、当該標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料額を超える厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求

期間に係る標準報酬月額については、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

したがって、請求者の平成 16 年 12 月１日から平成 17 年３月１日までの期間、同年４月



 

１日から同年６月１日までの期間及び同年７月１日から同年８月１日までの期間に係る標

準報酬月額については、前述の給与明細票により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料

控除額から、平成 16 年 12 月から平成 17 年２月までは 28 万円、同年４月は 34 万円、同年

５月は 30 万円、同年７月は 28 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主は、「請求者の主張どおりの報酬月額の届出は行っていない。」旨陳述している

ことから、事業主は、前述の給与明細票により確認できる報酬月額を社会保険事務所（当

時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

一方、請求期間①のうち、平成 17 年３月１日から同年４月１日までの期間、同年６月１

日から同年７月１日までの期間及び同年８月１日から同年９月１日までの期間については、

請求者から提出された給与明細票により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に

見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額より低額で

あることから、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、記録の訂正は認

められない。 

  ２ 請求期間②について、請求者から提出された給与明細票により、当該期間に係る標準報

酬月額の決定の基礎となる期間の報酬月額に見合う標準報酬月額及び請求期間②の各月に

係る厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、いずれもオンライン記録の標準報酬

月額を上回る 30 万円であることが認められる。したがって、請求者の請求期間②に係る標

準報酬月額については、前述の給与明細票により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料

控除額から、30 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主は、「請求者の主張どおりの報酬月額の届出は行っていない。」旨陳述している

ことから、事業主は、前述の給与明細票により確認できる報酬月額を社会保険事務所に届

け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 請求期間③について、当該期間に係る標準報酬月額はオンライン記録において 16 万円と

記録されている（厚生年金保険法第 75 条本文の規定により保険給付の計算の基礎とならな

い記録を除く。）が、請求者から提出された給与明細票により、当該期間に係る標準報酬月

額の決定の基礎となる期間の報酬月額に見合う標準報酬月額及び請求期間③に係る厚生年

金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、いずれも当該オンライン記録を上回る 17 万円で

あることが認められる。したがって、請求者の請求期間③に係る標準報酬月額については、

前述の給与明細票により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、17 万円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、Ａ社は、請求期間③に係る厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の

平成25年12月 13日に厚生年金保険被保険者算定基礎届の訂正届を年金事務所に提出して

おり、報酬月額の届出が誤っていたことを認めていることから、年金事務所は、上記訂正

後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



  

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600569 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600223 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成13年４月１日から平成14年６月21日までの期間の標準報酬月

額を訂正することが必要である。平成 13年４月から平成 14 年５月までの標準報酬月額につ

いては、17 万円を 24万円とする。 

平成 13 年４月から平成 14 年５月までの上記訂正後の標準報酬月額については、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）

第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録すること

が必要である。 

事業主が請求者に係る平成 13 年４月から平成 14年５月までの上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

  請 求 期 間 ： 平成 13 年４月１日から平成 14 年６月 21 日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間のうちの請求期間

について、標準報酬月額が実際の給与額より低く記録されていることが分かった。 

請求期間に係る給料支払明細書の一部及び給与振込口座に係る預金通帳を提出するので、

請求期間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者から提出された給料支払明細書及び預金通帳並びに同僚から提出された給料支払明

細書により、請求者が請求期間においてオンライン記録の標準報酬月額を超える報酬月額の

支払を受け、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を超える厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、請求期間に係る標準報酬月額については、厚生年金特例法に基づき、標準報酬月額

を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、請求期間に係る標準報酬月額については、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、前述の給料支払明細書等

により確認又は推認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、24 万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、請求者の請求期間に係る報酬月額の届出及び厚生年金保険料の納付

について、不明である旨回答しており、このほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



  

 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が給料支払明

細書等により確認又は推認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額に係る届出を社会

保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



        

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600559 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600224 号 

 

第１ 結論 

  １ Ａ社における請求者の平成 12 年４月１日から平成 14 年 10 月１日までの期間の標準報酬

月額を次のとおり訂正することが必要である。平成 12 年４月から平成 14年９月までは９万

8,000 円を 30 万円とする。 

    平成 12年４月から平成 14 年９月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険

法第 75 条ただし書きの規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録

することが必要である。 

  ２ Ａ社における請求者の平成 14 年 10 月１日から平成 20 年４月１日までの期間の標準報酬

月額を次のとおり訂正することが必要である。平成 14 年 10 月から平成 20 年３月までは９

万 8,000 円を 30万円とする。 

    平成 14 年 10 月から平成 20 年３月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律(以下「厚生年金特例法」という。)第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが

必要である。 

    事業主は、請求者に係る平成 14 年 10 月から平成 20 年３月までの訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 12年４月１日から平成 20年４月１日まで 

    厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した請求期間の標準報酬月額が、実際の給与より低

い額になっている。 

    請求期間の一部の給料支払明細書を提出するので、当該期間の標準報酬月額を訂正してほ

しい。 

 

第３ 判断の理由 

  １ 請求期間のうち、平成 12 年４月１日から平成 14 年 10 月１日までの期間について、オン

ライン記録において、請求者の当該期間に係る標準報酬月額は、当初 30 万円と記録されて

いたところ、平成 14 年４月８日付けで、平成 12 年 10 月１日及び平成 13 年 10 月１日の定

時決定が取り消され、平成 12 年４月１日に遡って、９万 8,000 円に引き下げられているこ

とが確認できる。 

    また、オンライン記録において、Ａ社の被保険者４人全員（請求者を除く。）についても、

請求者と同様に平成 14年４月８日付けで、当初の標準報酬月額が、平成 12 年４月１日に遡

って引き下げられていることが確認できる。 

    しかしながら、請求者から提出された給料支払明細書により、平成 12 年４月１日から平

成14年10月１日までの期間に係る標準報酬月額の改定又は決定の基礎となる請求者の報酬

月額は、当初記録されていた標準報酬月額 30 万円に見合う額であることが確認できる。 



    また、日本年金機構Ｂ事務センターから提出されたＡ社に係る滞納処分票には、同社が、

請求期間当時に健康保険料、厚生年金保険料等を滞納し、保険料納付をめぐり社会保険事務

所(当時)と度々交渉を重ねていたことが記録されており、同社の事業主は、「当社は、請求

期間より前から資金繰りが苦しくなり、社会保険料等を滞納していた。平成 14 年頃に社会

保険事務所の職員から、一番低い標準報酬月額で届出するように指導され、私が届書に押印

し提出した。」旨陳述している。 

    これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所が平成 14 年４月８日付けで行った

請求者の標準報酬月額に係る遡及減額処理は、事実に即したものとは考え難く、請求者につ

いて、平成 12 年４月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったと

は認められないことから、当該減額処理に係る記録訂正は、有効なものとは認められない。 

    したがって、平成 12 年４月１日から平成 14 年 10 月１日までの期間の標準報酬月額につ

いては、当初、事業主が社会保険事務所に届け出た報酬月額に見合う 30 万円に訂正するこ

とが必要である。 

  ２ 請求期間のうち、平成 14 年 10 月１日から平成 20 年４月１日までの期間について、請求

者から提出された当該期間の一部の給料支払明細書（平成 14 年 10 月から平成 15 年９月ま

で、同年 12月、平成 16年 12 月、平成 17 年３月、同年５月、同年 10 月から同年 12 月まで

及び平成 19 年 10 月）における給与支給額は、各月いずれも同額（29万 3,500 円）で、オン

ライン記録の標準報酬月額を超えており、また、厚生年金保険料控除額も、各月いずれも同

額（２万 6,025 円）で、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を超えてい

る。また、Ａ社の事業主は、「請求者には、請求期間を通じて、毎月、同額の給与 29 万 3,500

円を支給し、同額の厚生年金保険料２万 6,025 円を控除していた。」旨陳述しており、これ

らのことから判断すると、請求者は、平成 14 年 10 月１日から平成 20 年４月１日までの期

間を通じて、29 万 3,500 円の給与の支払を受け、２万 6,025 円の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

    一方、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又

は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求者の平

成 14 年 10 月１日から平成 20 年４月１日までの期間に係る標準報酬月額については、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、請求者の平成 14 年 10 月１日から平成 20 年４月１日までの期間に係る標準

報酬月額については、前述の給料支払明細書及び事業主の陳述により確認又は推認できる報

酬月額及び厚生年金保険料控除額から、30 万円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は、請求者の平成 14 年 10 月１日から平成 20 年４月１日までの期間の報酬月額に係

る届出及び保険料納付について、実際の給与支給額より低い報酬月額（10万円）を社会保険

事務所に届け、当該届出の報酬月額に見合う標準報酬月額（９万 8,000 円）に基づく厚生年

金保険料を納付したことを認めていることから、社会保険事務所は、請求者の当該期間に係

る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



        

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600235 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600225 号 

 

第１ 結論 

   Ａ社における請求者の平成 10年 10月１日から平成 11年 10月１日までの期間の標準報酬月

額を次のとおり訂正することが必要である。平成 10 年 10 月から平成 11年１月までは 18万円

を 20 万円、同年２月から同年５月までは 18 万円を 19 万円、同年６月から同年９月までは 18

万円を 20万円とする。 

   平成 10 年 10 月から平成 11 年９月までの上記訂正後の標準報酬月額については、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）

第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが

必要である。 

   事業主が請求者に係る平成 10 年 10 月から平成 11 年９月までの上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 10年 10 月１日から平成 11年 10 月１日まで 

    ねんきん定期便では、請求期間に係る各月の厚生年金保険料納付額が１万 5,615 円と記載

されているが、給与支給明細書の厚生年金保険料控除額は１万 7,350 円である。 

    請求期間の標準報酬月額について、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額に訂正し

てほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者から提出されたＡ社の給与支給明細書により、請求者が、請求期間において、オンラ

イン記録の標準報酬月額を上回る給与の支払を受け、オンライン記録の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料よりも高い額の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   一方、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又は請

求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求期間に係る標

準報酬月額については、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、請求期間に係る標準報酬月額については、前述の給与支給明細書により確認で

きる厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、平成 10 年 10 月から平成 11 年１月までは 20 万

円、同年２月から同年５月までは 19 万円、同年６月から同年９月までは 20 万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が請求者の請求期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、請求期間当時の資料を保存年限経過により廃棄している旨回答してお

り、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せ



ざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおりの

厚生年金保険被保険者の報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認

められない。 



   

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600539 号 

厚生局事案番号 ：  近畿（厚）第 1600227 号 

 

第１ 結論 

１ 請求者のＡ社（現在は、Ｂ社に合併）における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を

平成 25 年６月１日から同年５月１日に訂正し、同年５月の標準報酬月額を 22 万円に訂正す

ることが必要である。 

平成 25 年５月１日から同年６月１日までの期間については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の

規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 25 年５月の厚生年金保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

２ 請求者のＡ社における平成 25 年 11 月１日から平成 26 年１月１日までの期間の標準報酬

月額を訂正することが必要である。平成 25 年 11 月から同年 12 月までの標準報酬月額につ

いては、17 万円を 22万円とする。 

平成 25 年 11 月から同年 12 月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金特例法

第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録すること

が必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 25 年 11 月から同年 12 月までの訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

３ 請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日を平成26年１月31日から

同年４月１日に訂正し、同年１月から同年３月までの標準報酬月額を 22 万円に訂正するこ

とが必要である。 

平成 26 年１月 31 日から同年４月１日までの期間については、厚生年金特例法第１条第５

項の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが必要であ

る。 

事業主は、請求者に係る平成 26 年１月から同年３月までの厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

４ 請求者のＣ社（現在は、Ｂ社）における平成 26 年４月１日から同年７月１日までの期間

の標準報酬月額を訂正することが必要である。同年４月から同年６月までの標準報酬月額に

ついては、12 万 6,000 円を 22 万円とする。 

平成 26 年４月から同年６月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金特例法第

１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが

必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 26 年４月から同年６月までの訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

５ 請求者のＣ社における平成26年７月１日から平成27年５月１日までの期間の標準報酬月

額を訂正することが必要である。平成 26 年７月から同年８月までの標準報酬月額について

は、12 万 6,000 円を 24 万円、同年９月から平成 27 年４月までの標準報酬月額については、

22 万円を 24 万円とする。 

平成 26 年７月から平成 27 年４月までの訂正後の標準報酬月額については、保険給付の計

算の基礎となる標準報酬月額として記録することが必要である（保険料を徴収する権利が時

効により消滅した期間については、厚生年金保険法第 75 条ただし書の規定による。）。 

 



   

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 25 年５月１日から同年６月１日まで 

             ② 平成 25年 11 月１日から平成 26年１月１日まで 

             ③ 平成 26年１月 31 日から同年４月１日まで 

             ④ 平成 26年４月１日から平成 27年５月１日まで 

Ａ社に平成 25 年５月１日に入社後、同社のＤ部門が独立したＣ社に異動し、平成 28 年６

月１日まで継続して勤務したが、請求期間①及び③の厚生年金保険被保険者記録がない。 

また、勤務期間中に給与が大幅に下がった記憶はないが、請求期間②及び④の標準報酬月

額が低い。 

賃金明細等を提出するので、請求期間①、②、③及び④の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①、②、③、及び④のうち平成 26 年４月１日から同年７月１日までの期間につ

いては、訂正請求書受付日の前日において厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅

した期間であることから厚生年金特例法を、また、請求期間④のうち平成 26 年７月１日か

ら平成 27 年５月１日までの期間については、訂正請求書受付日の前日において厚生年金保

険料を徴収する権利が時効により消滅していない期間であることから厚生年金保険法を適

用する。 

  請求期間①について、請求者から提出されたＡ社に係る正社員雇用契約書及び賃金明細に

より、請求者が、当該期間において同社に勤務（平成 25 年５月１日入社）し、標準報酬月

額 22 万円に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

  また、日本年金機構Ｅ広域事務センター（以下「Ｅ事務センター」という。）は、請求者

のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得時（平成 25 年５月１日）の標準報酬月額に

ついて、「請求者から提出された賃金明細の支給合計から、24 万円である。」旨回答している。 

  一方、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

  したがって、請求期間①に係る標準報酬月額については、前述の賃金明細により確認でき

る厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

年金事務所が保管する請求者のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届（以下

「資格取得届」という。）における資格取得年月日が平成 25 年６月１日となっていること

から、事業主から同日を資格取得年月日として資格取得届が提出され、その結果、年金事務

所は、請求者の請求期間①に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 請求期間②について、請求者から提出された賃金明細、金融機関から提出された請求者に

係る給与振込口座の記録及びＦ市から提出された請求者に係る平成 26 年度所得・課税状況

等調査回答書により確認又は推認できる、当該期間に係る報酬月額に見合う標準報酬月額



   

（22 万円又は 24 万円）及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額（22 万円）は、い

ずれもオンライン記録の標準報酬月額（17 万円）を上回る。 

  したがって、請求期間②に係る標準報酬月額については、厚生年金特例法に基づき、前述

の賃金明細等により確認又は推認できる厚生年金保険料控除額から、22 万円とすることが妥

当である。 

  なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

年金事務所が保管する請求者の請求期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額

変更届に記載された報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額に見合う額となっているこ

とから、事業主から報酬月額をオンライン記録どおりの標準報酬月額に見合う額として健康

保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届が提出され、その結果、年金事務所は、請求者の

当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

３ 請求期間③について、請求者から提出された賃金明細、金融機関から提出された請求者に

係る給与振込口座の記録及び同僚の陳述により、請求者が、当該期間においてＡ社に勤務し、

標準報酬月額 22 万円に見合う給与の支払を受け、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  したがって、請求期間③に係る標準報酬月額については、厚生年金特例法に基づき、前述

の賃金明細により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが

妥当である。 

  なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

年金事務所が保管する請求者のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届にお

ける資格喪失年月日が平成 26 年１月 31日となっていることから、事業主から同日を資格喪

失年月日として健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届が提出され、その結果、年金事務

所は、請求者の請求期間③に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（年金

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき厚生年金保険料に充当した場

合又は厚生年金保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

４ 請求期間④のうち、平成 26 年４月１日から同年７月１日までの期間について、請求者か

ら提出された賃金明細により、請求者が、当該期間においてオンライン記録の標準報酬月額

（12 万 6,000 円）を上回る標準報酬月額（22 万円）に見合う厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

  また、Ｅ事務センターは、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格取得時（平成

26 年４月１日）の標準報酬月額について、「請求者から提出された賃金明細の支給合計から

24 万円である。」旨回答している。 

  したがって、請求期間④のうち、平成 26 年４月１日から同年７月１日までの期間に係る

標準報酬月額については、厚生年金特例法に基づき、前述の賃金明細により確認できる厚生

年金保険料控除額から、22 万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

年金事務所が保管する請求者のＢ社に係る資格取得届に記載された報酬月額が、オンライン

記録の標準報酬月額に見合う額となっていることから、事業主から報酬月額をオンライン記

録どおりの標準報酬月額に見合う額として資格取得届が提出され、その結果、年金事務所は、

請求者の請求期間④のうち平成 26 年４月１日から同年７月１日までの期間に係る厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



   

５ 請求期間④のうち、平成 26 年７月１日から平成 27 年５月１日までの期間について、前述

の請求者のＢ社における資格取得時の標準報酬月額に係るＥ事務センターの回答及び請求

者から提出された賃金明細により確認できる当該期間に係る標準報酬月額（24万円）は、オ

ンライン記録の標準報酬月額（22 万円）を上回ることから、当該期間に係る標準報酬月額に

ついては、厚生年金保険法に基づき、24万円とすることが妥当である。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600605 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600228 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 17 年 12 月 16 日の標準賞与額を２万 7,000 円に訂正することが

必要である。 

平成 17 年 12 月 16 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額と

して記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成 17 年 12 月 16 日の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏 名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 17年 12 月 

Ａ社に勤務していた期間のうち、請求期間に同社から賞与が支給され、厚生年金保険料を

控除されていたにもかかわらず、標準賞与額に係る厚生年金保険の記録がないので、調査の

上、当該期間に係る標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

金融機関から提出された請求者に係る普通預金元帳、Ａ社から提出された平成 17 年度冬季

パート寸志の支給に係る各支店宛ての通知書、複数の同僚から提出された寸志明細書等から判

断すると、請求者は、平成 17 年 12 月 16 日に、同社から寸志として２万 7,900 円の賞与の支

払を受け、当該賞与額に見合う標準賞与額２万 7,000 円に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが推認できる。 

なお、事業主が、請求者の請求期間の賞与に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明である旨回答しており、このほかに、これを確認できる関連

資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおりの

厚生年金保険被保険者の賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認め

られない。 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600526 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 1600069 号 

 

第１ 結論 

平成 12 年４月から平成 15 年７月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期

間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

   住    所 ：  

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 平成 12 年４月から平成 15年７月まで 

国民年金の加入手続について、請求期間当時、Ａ県Ｂ市の大学に通っていたので、Ｃ県Ｄ

市の実家の母が、Ｂ市のどこかの行政機関に、親元で国民年金保険料を支払いたいという趣

旨の電話をして、手続を行ってくれた。 

請求期間の国民年金保険料については、母が、前述の行政機関から郵送してもらった納付

書により、妹、父及び母自身の分と一緒に１年分をまとめてＥ銀行Ｆ支店（現在は、Ｇ支店）

において納付してくれた。また、時期は定かでないが、同支店の父名義の預金口座から、年

度初めに１年分を口座振替により納付してくれるようになった。 

請求期間に係る国民年金保険料の領収証書を所持していないが、父の所得税の確定申告書

控（以下「確定申告書控」という。）を提出するので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間の国民年金保険料について、「母が、妹、父及び母自身の分と一緒に、

毎年４月に、１年分を一括して納付してくれた。」旨主張している。 

しかしながら、オンライン記録によると、請求者の父及び母に係る国民年金保険料は、平成

12 年４月から平成 13 年３月までの期間は平成 12 年４月 27 日に、平成 13 年４月から平成 14

年３月までの期間は平成 13 年４月 26日に、それぞれ前納されているところ、請求者に係る年

金手帳の交付日（平成 13 年７月 17 日）及び請求者の基礎年金番号前後の国民年金被保険者に

係る記録から判断すると、請求者に係る国民年金の加入手続は、平成 13 年６月頃に行われた

ものと推認できる。この場合、請求者の母は、請求者のこれらの期間に係る国民年金保険料を

一緒に納付（前納）することができず、このことは、請求者の主張と符合しない。 

また、前述の加入手続時点（平成 13年６月頃）において、請求期間のうち、平成 12年４月

から平成 13 年３月までの期間の国民年金保険料は、過年度保険料（国庫金）として納付する

ことは可能であるが、請求者の母は、請求期間の国民年金保険料を遡及して納付したことは無

い旨陳述している。 

さらに、請求者の父に係る平成 12年分から平成 15 年分までの各年分の確定申告書控による

と、社会保険料控除欄に記載された国民年金保険料の支払額は、全て平成 12 年度から平成 15

年度までの各年度の定額保険料額により計算された金額となっているが、オンライン記録によ



 

 

ると、当該支払額に含まれているとする請求者の父に係る当該各年度の国民年金保険料は、割

引のある前納により納付されており、確定申告書控に記載された当該支払額は、実際に納付さ

れた国民年金保険料の領収証書に基づいて記載されていないことがうかがえることから、確定

申告書控に記載された内容によって、請求者に係る請求期間の国民年金保険料の納付があった

ものと認めることはできない。 

加えて、請求期間は、基礎年金番号制度が導入された平成９年１月以降の期間であり、年金

記録における事務処理の機械化が一層促進され、基礎年金番号に基づき、記録管理の強化が図

られていることから、収納の記録漏れ等の誤りが生じる可能性は低いものと考えられる上、ほ

かに請求期間について、請求者の国民年金保険料が納付されていたことを示す資料は見当たら

ない。 

なお、請求者の母は、「家族の国民年金保険料について、時期は定かでないが、Ｅ銀行Ｆ支

店の請求者の父名義の預金口座から、口座振替により納付するようになった。」旨陳述してい

ることから、Ｅ銀行の普通預金月中取引記録表（控）及び普通預金元帳並びにオンライン記録

において、請求者、その父及び母に係る国民年金保険料の口座振替納付が行われた預金口座及

びその開始時期を確認したところ、請求者の父については、請求者の母が陳述する預金口座か

ら、請求者及びその母については、同行Ｈ支店の請求者の母名義の預金口座から、いずれも平

成 17 年４月分から口座振替納付が開始されている。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

  

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600527 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 1600070 号 

 

第１ 結論 

   平成 12 年４月から平成 13年３月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期

間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： 平成 12 年４月から平成 13年３月まで 

私の国民年金については、母が加入手続を行い、20 歳になった月分から国民年金保険料を

納付してくれた。 

請求期間の国民年金保険料についても、母が、兄、父及び母自身の分と一緒に、１年分を

まとめて銀行の窓口において納付してくれたと思う。 

請求期間に係る国民年金保険料の領収証書を所持していないが、父の所得税の確定申告書

控（以下「確定申告書控」という。）を提出するので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

   請求者は、請求期間の国民年金保険料について、「母が、兄、父及び母自身の分と一緒に、

銀行において１年分を一括して納付してくれた。」旨主張しており、オンライン記録によると、

請求者の父及び母に係る平成 12 年４月から平成 13 年３月までの国民年金保険料については、

平成 12 年４月 27 日に前納されている。 

しかしながら、請求者の父に係る平成 12 年分の確定申告書控によると、扶養控除欄には請

求者及びその兄の氏名が記載され、社会保険料控除欄には、国民年金保険料の支払額として平

成 12 年度に係る定額保険料の３人相当分（47 万 8,800 円）が記載されているところ、請求者

の母は、当該支払額は、請求者、その兄及び父の３人分である旨主張しているが、請求者の兄

に係る年金手帳の発行日及び当該年金手帳に係る基礎年金番号前後の国民年金被保険者の記

録などから、請求者の兄は、平成 12 年当時には国民年金に加入しておらず、このことは請求

者の主張と符合しない。 

また、前述のとおり、確定申告書控には、国民年金保険料の支払額として平成 12 年度に係

る定額保険料の３人相当分が記載されているところ、オンライン記録によると、請求者の父に

係る平成 12 年度の国民年金保険料は、割引のある前納により納付されていることから、当該

支払額は、実際に納付された国民年金保険料の領収証書に基づいて記載されていないことがう

かがえ、確定申告書控に記載された内容によって、請求者に係る請求期間の国民年金保険料の

納付があったものと認めることはできない。 

さらに、請求期間は、基礎年金番号制度が導入された平成９年１月以降の期間であり、年金

記録における事務処理の機械化が一層促進され、基礎年金番号に基づき、記録管理の強化が図

られていることから、収納の記録漏れ等の誤りが生じる可能性は低いものと考えられる上、ほ



  

  

かに請求期間について、請求者の国民年金保険料が納付されていたことを示す資料は見当たら

ない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600611 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（国）第 1600071 号 

 

第１ 結論 

昭和 55 年 10 月から昭和 59 年３月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した

期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

   住    所 ：  

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 55年 10 月から昭和 59 年３月まで 

昭和 55年 11 月に結婚してしばらくした頃に、元義母が私の国民年金の加入手続を行って

くれた。 

請求期間の国民年金保険料については、最初の５か月分ぐらいを元義母が納付してくれ、

その後の分は、私が郵便局において毎月納付した。 

元義母は亡くなっており、国民年金の加入手続のことは分からないが、請求期間の国民年

金保険料を納付したはずなので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、「昭和 55 年 11 月に結婚後、明確な時期は不明であるが、元義母が国民年金の加

入手続を行い、請求期間の国民年金保険料について、加入当初の約５か月分を元義母が納付し

てくれ、その後の分は私が毎月納付した。」旨陳述している。 

しかしながら、国民年金保険料を納付するためには、国民年金の加入手続を行い、国民年金

手帳記号番号の払出しを受ける必要があるところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、請

求者の国民年金手帳記号番号は、昭和 59 年３月 10 日にＡ県Ｂ市Ｃ地区において払い出されて

おり、同番号前後の任意加入被保険者の資格取得日から判断すると、請求者に係る国民年金の

加入手続は、同年２月頃に行われたものと推認でき、請求者の主張と符合しない。 

また、請求者は、「現在、所持している国民年金の年金手帳は１冊のみである。当該年金手

帳を受け取った時期は覚えていない。」旨陳述しているところ、請求者が所持する国民年金に

係る年金手帳の中表紙を見ると、「手帳発行年月日 昭和 59 年２月１日」と記載されているこ

とから、当該年金手帳は、昭和 59 年２月１日に請求者に対して発行されたものであることが

確認でき、このことは、前述の加入手続の状況と符合する。 

さらに、前述の加入手続時点（昭和 59 年２月頃）まで、請求者は、国民年金に加入してい

ないことから、請求期間の大半の国民年金保険料は、請求者が陳述する方法により納付するこ

とができない上、当該加入手続時点では、請求期間のうち、一部の期間の国民年金保険料につ

いては、遡って納付することは可能であるが、請求者から、請求期間の国民年金保険料を遡っ

て納付した旨の陳述は無く、一部の期間の国民年金保険料については、時効により納付するこ

とができない。 

加えて、請求期間の国民年金保険料を請求者が陳述する方法により納付するためには、前述

とは別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要となるが、社会保険オンラインシステムにより、

請求者が間違われたことがあるとする読み名を含む氏名検索を行ったほか、国民年金手帳記号

番号払出簿により、請求期間にＢ市Ｃ地区において払い出された国民年金手帳記号番号を全て



  

視認したが、請求者に対する別の国民年金手帳記号番号の払出しは確認できない。 

このほか、請求者及びその元義母が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、請求期間について、請求者の国民年金保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が

請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600618 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600222 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 26年７月１日から同年８月１日まで 

厚生年金保険の記録では、Ａ事業所における被保険者資格取得年月日が平成 26 年８月１

日となっているが、労働者名簿及び雇用保険の通知書のとおり、Ａ事業所には同年７月１日

から雇用されているので、調査の上、請求期間を保険給付の計算の基礎となる被保険者期間

に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の記録並びに請求者に係る労働者名簿及び賃金台帳から判断すると、請求者が、請

求期間において、Ａ事業所に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、請求者が、請求期間において厚生年金保険被保険者

として負担すべき厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められること

が要件とされているところ、請求者から提出されたＡ事業所における平成 26 年分賃金台帳を

見ると、平成 26年８月５日支給の給与から厚生年金保険料は控除されていない。 

また、請求者及びＡ事業所は、Ａ事業所における給与支払及び厚生年金保険料の控除方法に

ついて、いずれも「給与の締め日は毎月末日、給与支払日は翌月５日であり、保険料控除方法

は翌月控除である。」旨陳述又は回答しているところ、Ａ事業所の事務担当者は、「請求期間は

試用期間であるため、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料は給与から控除していない。」

旨回答している。 

さらに、前述の平成 26 年分賃金台帳に記されている社会保険料の合計額は、請求者から提

出された平成 26 年分給与所得の源泉徴収票に記されている社会保険料等の金額及びＢ市から

提出された請求者の住民税に係る平成 27 年度課税証明書に記されている社会保険料控除の額

とそれぞれ一致していることから、当該賃金台帳に記されている社会保険料の合計額のほかに、

請求期間に係る厚生年金保険料を控除されていたとは考え難い。 

このほか、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険の被保険者として、請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600565 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600226 号 

 

第１ 結論 

   請求期間のうち、昭和 54 年４月１日から昭和 57 年４月１日までの期間について、Ａ事業所

における請求者の厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めるこ

とはできない。 

   請求期間のうち、昭和 57 年４月１日から平成９年３月１日までの期間について、Ｂ社にお

ける請求者の厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 54 年４月１日から昭和 57 年４月１日まで 

             ② 昭和 57年４月１日から平成９年３月１日まで 

    厚生年金保険の記録では、Ａ事業所に勤務した請求期間①及びＢ社に勤務した請求期間②

に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

    請求期間①には夜間の職業訓練校に通学しながらＡ事業所に住み込みで勤務し、請求期間

②にはＢ社の役員として同社に勤務した。どちらの期間も厚生年金保険に加入していたので、

当該各期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求期間①について、Ｃ法人から提出された請求者に係る訓練生台帳、戸籍の附票等から判

断すると、勤務の開始時期を特定できないものの、請求者が、昭和 56 年 11 月頃までＡ事業所

に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所となった記

録は見当たらず、商業登記の記録等において確認できる同事業所の事業主に事情照会を行った

ものの、回答は無く、同事業所における請求者の請求期間①に係る勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について、事業主に確認することができない。 

   また、請求者は、請求期間①当時のＡ事業所の同僚として５人の姓を挙げているものの、姓

のみの情報では、これらの者を特定することができないことから、同事業所における請求者の

請求期間①に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、当時の同僚に確認することも

できない。 

   このほか、請求者の請求期間①における厚生年金保険料の控除について確認又は推認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   請求期間②について、Ｂ社に係る商業登記の記録及び同社が加入するＤ国民健康保険組合の

加入員記録から、請求者が、当該期間において同社に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

請求者が同社における厚生年金保険の被保険者資格を取得した日と同日の平成９年３月１日

であり、同社が、請求期間②において厚生年金保険の適用事業所であった記録は見当たらない。 

   また、Ｂ社は、請求期間②当時の厚生年金保険料の控除を確認できる資料を保管していない

旨回答していることから、同社における請求者の請求期間②に係る厚生年金保険料の控除につ



いて、事業所に確認することができない。 

   このほか、請求者の請求期間②における厚生年金保険料の控除について確認又は推認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が、厚生年

金保険被保険者として、請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1600382 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1600229 号 

 

第１ 結論 

  １ 請求期間①について、請求者のＡ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の

訂正を認めることはできない。 

  ２ 請求期間②について、請求者のＢ１社Ｃ１支店における厚生年金保険被保険者資格の喪失

年月日の訂正を認めることはできない。 

  ３ 請求期間③について、請求者のＤ１社Ｅ１支店における厚生年金保険被保険者資格の取得

年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  ４ 請求期間④について、請求者のＦ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の

訂正を認めることはできない。 

  ５ 請求期間⑤について、請求者のＧ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  ６ 請求期間⑥について、請求者のＨ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及

び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  ７ 請求期間⑦について、請求者のＩ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の

訂正を認めることはできない。 

  ８ 請求期間⑧について、請求者のＩ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  ９ 請求期間⑨について、請求者のＪ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の

訂正を認めることはできない。 

  10 請求期間⑩について、請求者のＫ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及

び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  11 請求期間⑪について、請求者のＬ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  12 請求期間⑫について、請求者のＭ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  13 請求期間⑬について、請求者のＮ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  14 請求期間⑭について、請求者のＯ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及

び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  15 請求期間⑮について、請求者のＰ１社及びＱ１社における厚生年金保険被保険者資格の取

得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  16 請求期間⑯について、請求者のＲ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  17 請求期間⑰について、請求者のＳ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及

び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  18 請求期間⑱について、請求者のＴ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及

び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

  19 請求期間⑲について、請求者のＵ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

  20 請求期間⑳について、請求者のＶ１社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認め

ることはできない。 

  21 請求期間㉑について、請求者のＷ１社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の

訂正を認めることはできない。 



 

  22 請求期間㉒について、請求者のＷ１社における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認め

ることはできない。 

  23 請求期間㉓について、請求者のＷ１社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： ① 昭和 33 年２月頃から同年 10月１日まで 

            ② 昭和 33年 10 月 30 日から昭和 34年２月頃まで 

            ③ 昭和 34 年３月頃から同年５月頃まで 

            ④ 昭和 34 年６月頃から同年８月 15日まで 

            ⑤ 昭和 35 年７月１日から同年８月１日まで 

            ⑥ 昭和 35 年８月１日から昭和 36 年４月１日まで 

            ⑦ 昭和 36 年４月１日から同年８月 14 日まで 

            ⑧ 昭和 36年 11 月 29 日から同年 12月１日まで 

            ⑨ 昭和 36年 12 月３日から昭和 37 年２月３日まで 

            ⑩ 昭和 39 年４月１日から同年６月頃まで 

            ⑪ 昭和 41年 12 月 26 日から昭和 42年１月１日まで 

            ⑫ 昭和 47 年２月２日から同年４月１日まで 

            ⑬ 昭和 55 年５月 21日から同年６月１日まで 

            ⑭ 昭和 55 年７月頃から昭和 56 年７月頃まで 

            ⑮ 昭和 56 年８月頃から昭和 57 年１月頃まで 

            ⑯ 昭和 57年 11 月 16 日から同年 12月１日まで 

            ⑰ 昭和 57年 12 月頃から昭和 58 年４月まで 

            ⑱ 昭和 58 年５月頃から同年９月頃まで 

            ⑲ 平成６年３月 21日から同年４月１日まで 

            ⑳ 平成８年 10 月１日から平成 10 年７月 29日まで 

            ㉑ 平成 10 年７月 30日から同年８月６日まで 

            ㉒ 平成 10 年８月６日から平成 11年 12 月 24 日まで 

            ㉓ 平成 11年 12 月 24 日から平成 12年１月１日まで 

請求期間①について、昭和 33 年２月頃からＡ１社に勤務したが、厚生年金保険の資格取

得年月日が同年 10 月１日となっているので、資格取得年月日を訂正してほしい。 

請求期間②について、昭和 34 年２月頃までＸ１県Ｙ１市にあったＺ１社に勤務したが、

厚生年金保険の資格喪失年月日が昭和 33 年 10 月 30 日となっているので、資格喪失年月日

を訂正してほしい。 

請求期間③について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ａ２県Ｂ２市Ｃ２区にあっ

たＤ２社に勤務していたので、被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間④について、昭和 34 年６月頃からＥ２社に勤務したが、厚生年金保険の資格取

得年月日が同年８月 15日となっているので、資格取得年月日を訂正してほしい。 

請求期間⑤について、Ｅ２社がＧ１社に社名変更し、同社が倒産する昭和 35 年７月末ま

で勤務したが、厚生年金保険の資格喪失年月日が同年７月１日となっているので、資格喪失



 

年月日を訂正してほしい。 

請求期間⑥について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ｘ１県Ｙ１市にあったＦ２

社に勤務していたので、被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑦について、昭和 36 年４月１日からＩ１社に勤務したが、厚生年金保険の資格

取得年月日が同年８月 14 日となっているので、資格取得年月日を訂正してほしい。 

請求期間⑧について、昭和 36 年 11 月 29 日にＩ１社を退社したが、同年 11 月は１か月間

働いて１か月分の給与が支給されたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑨について、昭和 36 年 12 月３日からＪ１社に勤務したが、厚生年金保険の資格

取得年月日が昭和 37 年２月３日となっているので、資格取得年月日を訂正してほしい。 

請求期間⑩について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ｇ２社から同社のすぐ近く

にあったＫ１社に出向し、勤務していたので、被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑪について、昭和 41 年 12 月 26 日にＨ２社を退社したが、同年 12 月は１か月間

働いて１か月分の給与が支給されたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑫について、Ｍ１社に勤務したが、厚生年金保険の資格喪失年月日が昭和 47 年

２月２日となっているので、資格喪失年月日を訂正してほしい。 

請求期間⑬について、昭和 55 年５月末までＮ１社に勤務したが、厚生年金保険の資格喪

失年月日が同年５月 21日となっているので、資格喪失年月日を訂正してほしい。 

請求期間⑭について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ｘ１県Ｙ１市にあったＯ１

社に勤務していたので、被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑮について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ｘ１県Ｙ１市にあったＩ２

社から派遣され、Ｘ１県Ｊ２市Ｋ２区にあったＬ２社で勤務していたので、Ｉ２社又はＬ２

社の被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑯について、Ｒ１社における厚生年金保険の資格喪失年月日が昭和 57 年 1月 16

日となっており、退社日は記憶していないが、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑰について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ａ２県Ｂ２市Ｍ２区にあっ

たＳ１社に雇用され、鉄工所のような町工場で勤務していたので、被保険者期間として認め

てほしい。 

請求期間⑱について、厚生年金保険の被保険者記録がないが、Ｘ１県Ｙ１市にあったＮ２

社に勤務していたので、被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑲について、Ｕ１社における厚生年金保険の資格喪失年月日が平成６年３月 21

日となっており、退社日は記憶していないが、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

請求期間⑳について、Ｖ１社における厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に支給されて

いた報酬額よりも低く記録されているので、実際に支給されていた報酬額に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

請求期間㉑について、平成 10 年７月 30日からＷ１社に勤務したが、厚生年金保険の資格

取得年月日が同年８月６日となっているので、資格取得年月日を訂正してほしい。 

請求期間㉒について、Ｗ１社における厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に支給されて

いた報酬額よりも低く記録されているので、実際に支給されていた報酬額に見合う標準報酬

月額に訂正してほしい。 

請求期間㉓について、平成 11 年 12 月 24 日にＷ１社を退社したが、同年 12 月は１か月間

働いて１か月分の給与が支給されたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

  １ 請求期間①について、オンライン記録によると、Ａ１社は昭和 38 年３月 16 日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

（以下「被保険者名簿」という。）における事業主は所在不明であることから、請求者の請



 

求期間①に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所及び事業主から確認す

ることができない。 

    また、Ａ１社に係る被保険者名簿によると、請求者は、同社が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 33年 10 月１日に被保険者資格を取得しており、同社は、請求期間①において

適用事業所ではないところ、当該名簿において、請求者と同日に被保険者資格を取得してい

る複数の者に事情照会したが、回答はなかった。 

さらに、請求者に係るオンライン記録によると、請求期間①中の昭和 33 年９月４日に、

Ｂ１社Ｃ１支店における被保険者資格取得記録が確認できるところ、請求者は、「Ａ１社の

後にＺ１社に勤務したのに、年金記録では両社の順番が入れ替わっている。」旨主張してい

るが、Ｂ１社Ｃ１支店及びＡ１社に係る被保険者名簿における請求者の資格取得日及び資格

喪失日はいずれもオンライン記録と一致している上、当該資格取得日及び資格喪失日が訂正

された等の不自然な点は見当たらない。 

加えて、Ａ１社の所在地を管轄するＯ２法務局は、同社に係る商業登記の記録について、

「該当するものが登記簿上見当たらない。」旨回答している上、請求者は、Ｐ２社の所在地

を示した地図を提出し、「Ａ１社はＰ２社の下請会社であり、同社の工場内で勤務していた。」

旨陳述しているところ、示された場所に現存するＰ２社Ｑ２支店の担当者は、「資料がない

ため、Ａ１社が当社の協力会社であったか否かは確認できない。」旨陳述しており、Ａ１社

の請求期間①における事業実態について確認することができない。 

    このほか、請求者の請求期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ２ 請求期間②について、Ｒ２社（当時は、Ｂ１社）は、「資料がなく、請求者の請求期間②

における勤務及び保険料控除状況は不明である。」旨回答しており、請求者の請求期間②に

係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所から確認することができない。 

    また、Ｂ１社Ｃ１支店に係る被保険者名簿において、請求期間②に被保険者資格を取得し

ている複数の者に照会したが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請

求期間②に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、前述のとおり、請求者は、「Ａ１社の後にＺ１社に勤務したのに、年金記録では

両社の順番が入れ替わっている。」旨主張しているが、Ｂ１社Ｃ１支店及びＡ１社に係る被

保険者名簿における請求者の資格取得日及び資格喪失日はいずれもオンライン記録と一致

している上、当該資格取得日及び資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ３ 請求期間③について、請求者が勤務していたとする事業所所在地において、Ｄ１社Ｅ１支

店が厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できる。 

    しかしながら、Ｓ２社（当時は、Ｄ１社）は、「請求期間③当時の名簿等はなく、保管し

ている厚生年金保険被保険者資格取得届及び同喪失届の控えを確認したが、請求者の記載は

ないため、請求者の勤務状況は不明である。」旨回答している上、同社の担当者は、「資料が

なく、請求者に係る厚生年金保険料の控除状況は不明である。」旨陳述しており、請求者の

請求期間③に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所から確認することが

できない。 



 

    また、Ｄ１社Ｅ１支店に係る被保険者名簿において、請求期間③に被保険者資格を取得し

ている複数の者に照会したが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請

求期間③に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、Ｄ１社Ｅ１支店に係る被保険者名簿において、請求期間③に被保険者資格を取得

した者の健康保険の整理番号は連続しており欠番はない。 

    このほか、請求者の請求期間③に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ４ 請求期間④について、Ｆ１社に係る被保険者名簿において、請求者とほぼ同時期に被保険

者資格を取得している者のうち二人が、「請求者は請求期間④当時に勤務していた。」旨回答

又は陳述しており、勤務開始時期は特定できないものの、請求者が請求期間④当時、同社に

勤務していたことがうかがえる。 

    しかしながら、Ｆ１社に係る被保険者名簿及びオンライン記録によると、同社は、Ｇ１社

に名称変更後、昭和 35 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当

該被保険者名簿における事業主は、Ｆ１社のことは記憶していない旨回答しており、請求者

の請求期間④に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所及び事業主から確

認することができない。 

    また、Ｆ１社に係る被保険者名簿において、請求者とほぼ同時期に被保険者資格を取得し

ている複数の者に照会したが、請求者の請求期間④に係る厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、Ｆ１社に係る被保険者名簿における請求者の資格取得日はオンライン記録と一致

している上、当該資格取得日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間④に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ５ 請求期間⑤について、前述のとおり、Ｇ１社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、同社に係る被保険者名簿における事業主は、Ｇ１社のことは記憶していない旨

回答しており、請求者の請求期間⑤に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事

業所及び事業主から確認することができない。 

    また、Ｇ１社に係る被保険者名簿において、請求者と同様に、同社が厚生年金保険の適用

事業所ではなくなった昭和 35 年７月１日に被保険者資格を喪失している複数の者に照会し

たところ、同社の倒産時期を記憶する５人は、いずれも同社が昭和 35 年７月１日までに倒

産した旨回答又は陳述している上、請求者の請求期間⑤に係る勤務及び厚生年金保険料の控

除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、前述のとおり、Ｇ１社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなったのは昭和 35

年７月１日であり、同社は、請求期間⑤において適用事業所ではない上、同社に係る被保険

者名簿における請求者の資格喪失日はオンライン記録と一致しており、当該資格喪失日が訂

正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑤に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑤に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され



 

ていたことを認めることはできない。 

  ６ 請求期間⑥について、請求者は、Ｙ１市Ｔ２町にあったＦ２社に勤務していた旨主張して

いるところ、オンライン記録及び被保険者名簿により、請求期間⑥当時、同市Ｕ２通におい

て、Ｈ１社（現在は、Ｖ２社）が厚生年金保険の適用事業所であったことが確認でき、同社

の事業主は、「請求期間⑥当時から、Ｙ１市Ｔ２町に当社の営業所がある。」旨陳述している

ことから、請求対象事業所はＨ１社であると考えられる。 

    しかしながら、Ｖ２社は、「資料がなく、請求者の勤務及び保険料控除状況は不明である

が、請求期間⑥当時、厚生年金保険に加入していない従業員の給与から厚生年金保険料を控

除することはなかった。」旨回答しており、請求者の請求期間⑥に係る勤務実態及び厚生年

金保険料の控除について、事業所から確認することができない。 

    また、Ｈ１社に係る被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険

者原票」という。）において、請求期間⑥に被保険者資格を取得している複数の者に照会し

たが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請求期間⑥に係る厚生年金

保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、Ｈ１社に係る被保険者名簿及び被保険者原票において、請求期間⑥に被保険者資

格を取得した者の健康保険の整理番号は連続しており欠番はない。 

    このほか、請求者の請求期間⑥に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑥に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ７ 請求期間⑦について、オンライン記録によると、Ｉ１社は昭和 58 年５月１日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、同社に係る被保険者名簿における請求期間⑦当時の

事業主は既に死亡している上、当該事業主の子であるとする者は、「Ｉ１社の書類は全て処

分している。」旨陳述しており、請求者の請求期間⑦に係る勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について、事業所及び事業主から確認することができない。 

    また、Ｉ１社に係る被保険者名簿及び被保険者原票において、請求期間⑦の前後１年以内

の期間に被保険者記録がある複数の者に照会したが、請求者の請求期間⑦に係る勤務及び厚

生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、請求者は、請求期間⑦が国民年金の加入期間となっていることについて、「自身

で国民年金の手続をしたことはない。国民年金の記録により厚生年金保険の記録が消されて

いる。」旨主張しているが、Ｉ１社に係る請求者の被保険者原票に記載された資格取得日は

オンライン記録と一致している上、当該資格取得日が訂正された等の不自然な点は見当たら

ない。 

    このほか、請求者の請求期間⑦に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑦に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ８ 請求期間⑧について、請求者は、「Ｉ１社の退社日は昭和 36年 11 月 29 日であり、その後

は同社に勤務していないが、昭和 36年 11 月を年金額の計算の基礎となる被保険者期間とし

て認めてほしい。」旨主張しているところ、厚生年金保険の被保険者期間については、厚生

年金保険法第19条第１項において、「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、

被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」旨、

また、被保険者資格の喪失時期については、同法第 14 条において、「被保険者は、その事業

所に使用されなくなった日の翌日に被保険者の資格を喪失する。」旨、それぞれ規定されて



 

いることから、仮に請求者の主張どおり、請求者が昭和 36 年 11 月 29 日に使用されなくな

ったのであれば、厚生年金保険法において、昭和 36 年 11 月は、年金額の計算の基礎となる

被保険者期間に算入されない。 

    また、前述のとおり、Ｉ１社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同社

に係る被保険者名簿における請求期間⑧当時の事業主は既に死亡している上、当該事業主の

子であるとする者は、「Ｉ１社の書類は全て処分している。」旨陳述しており、請求者の請求

期間⑧に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所及び事業主から確認する

ことができない。 

    さらに、Ｉ１社に係る被保険者名簿及び被保険者原票において、請求期間⑧の前後１年以

内の期間に被保険者記録がある複数の者に照会したが、請求者の請求期間⑧に係る勤務及び

厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    加えて、Ｉ１社に係る請求者の被保険者原票に記載された資格喪失日はオンライン記録と

一致している上、当該資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑧に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑧に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  ９ 請求期間⑨について、Ｊ１社は、「請求者の入社日は、昭和 37 年２月３日である。」旨回

答し、請求者に係る資格取得日が昭和 37 年２月３日と記載された健康保険厚生年金保険被

保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書を提出しているところ、同社の取締役は、「請

求期間⑨当時、入社日を資格取得日として厚生年金保険に加入させていた。」旨陳述してい

る。 

    また、Ｊ１社に係る被保険者名簿において、請求期間⑨に被保険者記録がある複数の者に

照会したが、請求者の請求期間⑨に係る勤務及び厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答

又は陳述はなかった。 

    さらに、Ｊ１社に係る被保険者名簿における請求者の資格取得日はオンライン記録と一致

している上、当該資格取得日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑨に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑨に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  10 請求期間⑩について、請求者は、「Ｇ２社から出向し、Ｋ１社において勤務していた。」旨

主張しているところ、Ｇ２社に係る被保険者名簿において、請求者の被保険者記録と重複す

る期間に被保険者記録がある者のうち一人は、自身はＫ１社には勤務していないとした上で、

「請求者は、Ｋ１社に出向したと思うが、請求者の出向時期及び出向期間については、覚え

ていない。」旨陳述している。 

    しかしながら、請求者がＫ１社の所在地と記憶するＷ２県Ｘ２地区において、当該事業所

名の厚生年金保険の適用事業所は見当たらない上、請求者が記憶する事業主は既に死亡して

おり、請求者の請求期間⑩に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、請求対象事

業所及び当該事業所の事業主から確認することができない。 

また、請求者が出向元事業所とするＧ２社は、商業登記の記録によると、昭和 49年 10 月

１日に解散している上、同社に係る被保険者名簿における事業主は既に死亡しており、請求

者の請求期間⑩に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、請求者が出向元事業所

とする事業所及び当該事業所の事業主からも確認することができない。 



 

    さらに、Ｇ２社に係る被保険者名簿において、請求者の被保険者記録と重複する期間に被

保険者記録がある複数の者が、自身はＫ１社にも勤務した旨回答又は陳述しているところ、

このうち一人は、「Ｋ１社では、厚生年金保険に加入しておらず、厚生年金保険料は引かれ

ていなかったと思う。」旨陳述している。 

    加えて、Ｇ２社に係る被保険者名簿において、請求者がＫ１社の元同僚として挙げた４人

と考えられる者の被保険者記録が確認できるが、前述のとおり、Ｋ１社が厚生年金保険の適

用事業所であった記録は見当たらず、当該４人の同事業所における厚生年金保険の被保険者

記録は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑩に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑩に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  11 請求期間⑪について、請求者は、「Ｙ２社の退社日は昭和 41年 12 月 26 日であり、その後

は同社に勤務していないが、昭和 41年 12 月を年金額の計算の基礎となる被保険者期間とし

て認めてほしい。」旨主張しているところ、前述のとおり、厚生年金保険の被保険者期間に

ついては、厚生年金保険法第 19 条第１項において、「被保険者期間を計算する場合には、月

によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれ

に算入する。」旨、また、被保険者資格の喪失時期については、同法第 14 条において、「被

保険者は、その事業所に使用されなくなった日の翌日に被保険者の資格を喪失する。」旨、

それぞれ規定されていることから、仮に請求者の主張どおり、請求者が昭和 41 年 12 月 26

日に使用されなくなったのであれば、厚生年金保険法において、昭和 41年 12 月は、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間に算入されない。 

    また、Ｌ１社に係る被保険者名簿によると、同社は昭和 44 年５月 26 日に厚生年金保険の

適用事業所ではなくなっている上、当該被保険者名簿における事業主は既に死亡しているこ

とから、請求者の請求期間⑪に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所及

び事業主から確認することができない。 

    さらに、Ｌ１社に係る被保険者名簿において、請求期間⑪に被保険者記録がある複数の者

に照会したが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請求期間⑪に係る

厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    加えて、Ｌ１社に係る被保険者名簿における請求者の資格喪失日はオンライン記録と一致

している上、当該資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑪に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑪に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  12 請求期間⑫について、Ｍ１社は、「資料はなく、請求者の請求期間⑫に係る勤務及び保険

料控除状況は不明である。」旨回答しており、請求者の請求期間⑫に係る勤務実態及び厚生

年金保険料の控除について、事業所から確認することができない。 

    また、Ｍ１社に係る被保険者名簿において、請求期間⑫に被保険者記録がある者に加え、

請求者の被保険者記録と重複する期間に被保険者記録がある者にも照会したが、請求者の請

求期間⑫に係る勤務及び厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった上、

当該被保険者名簿の事務担当者欄に記載されている者は既に死亡している。 

さらに、Ｍ１社に係る被保険者名簿における請求者の資格喪失日はオンライン記録と一致

しており、当該資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない上、雇用保険の記録



 

によると、請求者の同社における離職年月日は昭和 47 年２月５日であり、厚生年金保険の

資格喪失日の記録（昭和 47 年２月２日）とほぼ符合する。 

    このほか、請求者の請求期間⑫に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑫に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  13 請求期間⑬について、商業登記の記録によるとＮ１社は、昭和 59 年 11 月＊日に破産終結

している上、請求期間⑬当時の二人の代表取締役は、一人は既に死亡し、ほかの一人は所在

不明であることから、請求者の請求期間⑬に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て、事業所及び事業主から確認することができない。 

    またＮ１社に係る被保険者名簿において、請求期間⑬に被保険者記録がある複数の者に照

会したが、請求者の請求期間⑬に係る勤務及び厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又

は陳述はなかった。 

さらに、雇用保険の記録によると、請求者のＮ１社における離職年月日は昭和 55 年５月

20 日であり、厚生年金保険の資格喪失日の記録と符合する。 

加えて、Ｎ１社に係る被保険者名簿における請求者の資格喪失日はオンライン記録と一致

している上、当該資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

なお、請求期間⑬当時にＮ１社において経理事務を担当していたとする者が、「Ｎ１社は、

従業員の入退社が多く、給与締日である 20 日を退社日とすることが多かった。」旨回答して

いるところ、同社に係る被保険者名簿において、請求者の資格喪失日の前後６か月以内の期

間に被保険者資格を喪失している者のうち半数以上の者が、21 日付けで資格喪失している。 

    このほか、請求者の請求期間⑬に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑬に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  14 請求期間⑭について、Ｚ２社発行の在籍証明書を見ると、請求者の当該事業所における就

職年月は昭和 55年７月、退職年月は昭和 56 年７月である旨、また、請求者の当該事業所に

係る昭和55年度及び昭和56年度の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳（以下「賃金台帳」という。）

を見ると、昭和 55年 10 月を除く請求期間⑭の各月において請求者に給与が支給されていた

旨、それぞれ記載されている。 

    しかしながら、Ｚ２社の事務担当者が、「請求期間⑭当時、当社は、Ａ３社という名称だ

ったが厚生年金保険には加入しておらず、請求者に係る厚生年金保険の加入手続は行ってい

ない。」旨陳述しているところ、オンライン記録によると、Ｚ２社は、昭和 57 年７月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、請求期間⑭において、当該事業所に係る厚生年金

保険の適用事業所記録は見当たらない。 

    また、請求者は、「請求期間⑭当時、給与から厚生年金保険料は控除されていなかった。」

旨陳述している上、前述の請求者に係る賃金台帳においても、給与から厚生年金保険料が控

除されていた旨の記載は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑭に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑭に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  15 請求期間⑮について、請求者は、「Ｙ１市にあったＩ２社からＪ２市Ｋ２区にあったＬ２



 

社に派遣されて働いたが、どちらの従業員だったのかはよく分からないので、いずれかの事

業所で厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。」旨主張している。 

しかしながら、Ｑ１社は、「請求者は当社に勤務していない。請求期間⑮当時、当社が直

接雇用している従業員については、勤務開始当初から社会保険の加入手続を行っていた。」

旨回答し、請求期間⑮当時に社会保険の被保険者資格を取得した者の一覧とする資料を提出

しているところ、当該資料に請求者の氏名は見当たらない。 

    また、Ｑ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑮に被保険者資格を取得している複

数の者に照会したが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請求期間⑮

に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

さらに、Ｑ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑮に被保険者資格を取得した者の

健康保険の整理番号は連続しており欠番はない。 

    一方、Ｑ１社が、「請求期間⑮当時、当社はＰ１社と業務委託契約を締結していた。請求

期間⑮当時の契約書は残っていないが、昭和57年の契約書がある。」旨回答しているところ、

同社から提出された昭和 57 年９月１日付けの契約書及び外注基本契約書によると、Ｑ１社

はＹ１市にあるＰ１社と契約を締結している旨、また、Ｐ１社は作業に従事する従業員に対

し事業主として財政上及び法律上の全ての責任を負う旨等記載されている。 

    しかしながら、商業登記の記録によると、Ｐ１社は、平成７年 12 月４日にＢ３社に合併

し解散しているところ、Ｂ３社は、「資料がなく、請求者の勤務及び保険料控除状況につい

ては不明である。」旨回答しており、請求者の請求期間⑮に係る勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について、同社から確認することができない。 

    また、請求期間⑮中の昭和 56 年９月に業務委託先であるＰ１社からＱ１社へ提出された

とする名簿がＱ１社から提出されているところ、同社の事務担当者は、「名簿に記載されて

いる者は、当社において業務に従事していたＰ１社の従業員であると思う。」旨陳述してい

るが、当該名簿に記載された 16 人の中に請求者の氏名は見当たらない。 

    さらに、Ｐ１社において給与計算事務を担当していたとする者が、「Ｑ１社で働いていた

Ｐ１社の従業員は、短期間の期間工であったことから社会保険は非加入だったと思う。社会

保険非加入者の給与から厚生年金保険料を控除することはなかった。」旨陳述しているとこ

ろ、Ｐ１社に係るオンライン記録において、前述のＰ１社からＱ１社へ提出されたとする名

簿に記載された 16 人に係る被保険者記録は見当たらない。 

    加えて、Ｐ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑮に被保険者資格を取得している

複数の者に照会したが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請求期間

⑮に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    また、Ｐ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑮に被保険者資格を取得した者の健

康保険の整理番号は連続しており欠番はない。 

    このほか、請求者の請求期間⑮に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑮に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  16 請求期間⑯について、Ｃ３社（当時は、Ｒ１社）は、「資料はなく、請求者の勤務及び保

険料控除状況は不明である。」旨回答しており、請求者の請求期間⑯に係る勤務実態及び厚

生年金保険料の控除について、事業所から確認することができない。 

    また、雇用保険の記録によると、請求者のＲ１社における離職年月日は、昭和 57年 11 月

15 日であり、厚生年金保険の資格喪失日の記録と符合する上、雇用保険法において、基本手

当は、所定の要件を満たして失業の認定を受けた者に支給することとされているところ、Ｄ

３公共職業安定所の回答によると、請求者は、請求期間⑯中の同年 11月 20 日に求職の申込



 

みを行い、請求期間⑯の終期を含む、同年 11月 27 日から昭和 58年２月 24 日までの期間に

係る基本手当を受給している。 

    さらに、Ｒ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑯に被保険者記録がある複数の者

に加え、資格喪失日が請求者と同日である者にも照会したが、請求者の請求期間⑯に係る勤

務及び厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    加えて、Ｒ１社に係る請求者の被保険者原票における請求者の資格喪失日はオンライン記

録と一致しており、当該資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない上、当該原

票には、請求期間⑯中の昭和 57 年 11 月 19 日に健康保険被保険者証が返納された旨記載さ

れている。 

    このほか、請求者の請求期間⑯に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑯に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  17 請求期間⑰について、請求者が勤務していたとする事業所所在地において、Ｓ１社（現在

は、Ｅ３社）が厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できる。 

    しかしながら、商業登記の記録においてＥ３社と代表取締役及び所在地が同一のＦ３社は、

両社は関連会社であるとした上で、「請求者に係る資料はなく、請求者の勤務及び保険料控

除状況は不明である。」旨回答しており、請求者の請求期間⑰に係る勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について、事業所から確認することができない。 

    また、雇用保険の記録によると、請求者は、昭和 57 年 11 月 27 日から昭和 58 年２月 24

日まで基本手当を受給しており、請求期間⑰のうち、昭和 58 年２月 24日までの期間につい

て失業の認定を受けていることが確認できる。 

    さらに、Ｓ１社に係る被保険者名簿において、請求期間⑰に被保険者資格を取得している

複数の者に照会したが、請求者の請求期間⑰に係る勤務及び厚生年金保険料の控除をうかが

わせる回答又は陳述はなかった。 

    加えて、Ｓ１社に係る被保険者名簿において、請求期間⑰に被保険者資格を取得した者の

健康保険の整理番号は連続しており欠番はない。 

    このほか、請求者の請求期間⑰に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑰に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  18 請求期間⑱について、請求者が勤務していたとする事業所所在地において、Ｔ１社が厚生

年金保険の適用事業所であったことが確認できる。 

    しかしながら、商業登記の記録によると、Ｔ１社は、平成 14 年 12 月３日に解散している

上、請求期間⑱当時の代表取締役は、「資料はなく、請求者を記憶していない。」旨回答して

おり、請求者の請求期間⑱に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所及び

事業主から確認することができない。 

また、前述の請求期間⑱当時の代表取締役は、「従業員の出入りが激しかったため、厚生

年金保険の資格取得手続を行う時期は従業員ごとに異なる取扱いをしていた。」旨、請求期

間⑱当時にＴ１社において総務担当であったとする者は、「現場業務に従事する者はすぐに

退社する者も多く、勤務態度等を見て厚生年金保険の資格取得手続を行っていた。当該手続

を行うまでに、給与から厚生年金保険料を控除することはなかった。」旨、それぞれ陳述し

ている。 

    さらに、Ｔ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑱に被保険者記録がある複数の者



 

に照会したが、請求者を記憶しているとする者はいなかった上、請求者の請求期間⑱に係る

厚生年金保険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    加えて、Ｔ１社に係る被保険者原票において、請求期間⑱に被保険者資格を取得した者の

健康保険の整理番号は連続しており欠番はない。 

    このほか、請求者の請求期間⑱に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑱に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  19 請求期間⑲について、商業登記の記録によると、Ｕ１社は、平成 16 年９月＊日に破産終

結している上、請求期間⑲当時の代表取締役は既に死亡していることから、請求者の請求期

間⑲に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所及び事業主から確認するこ

とができない。 

    また、雇用保険の記録によると、請求者のＵ１社における離職年月日は平成６年３月 20

日であり、厚生年金保険の被保険者資格喪失日の記録と符合する上、請求期間⑲中の同年３

月 29 日に求職の申込みが行われている。 

    さらに、Ｕ１社に係るオンライン記録において、請求期間⑲に被保険者記録がある複数の

者に照会したが、請求者の請求期間⑲に係る勤務及び厚生年金保険料の控除をうかがわせる

回答又は陳述はなかった。 

加えて、Ｕ１社が加入していたＧ３厚生年金基金における請求者の加入員資格喪失日は、

厚生年金保険の被保険者資格喪失日と一致している上、オンライン記録において、請求者の

Ｕ１社における資格喪失日が訂正された等の不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間⑲に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間⑲に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

20 請求期間⑳について、請求者は、「証券会社に金銭を預け入れるために給与から控除され

ていた額が標準報酬月額に含まれておらず、改ざんされている。」として、Ｖ１社における

厚生年金保険の標準報酬月額が相違している旨主張している。 

しかしながら、請求者のＶ１社に係る平成９年１月度から平成 10 年７月度までの給与支

給明細書によると、各種控除前の給与総支給額から求められる平成９年 10 月の定時決定に

おける標準報酬月額は 17 万円であり、オンライン記録における標準報酬月額と一致してい

る上、請求期間⑳当時に同社において社会保険事務を担当していたとする者は、報酬月額に

係る届出について、「控除後の額を届け出ることはなく、控除前の総支給額を届け出ていた。」

旨陳述している。 

また、請求者のＶ１社における被保険者資格喪失時の標準報酬月額は、前述の平成９年 10

月の定時決定における標準報酬月額が適用されるところ、同社から提出された請求者に係る

健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書を見ると、請求者の資格喪失時の標準報

酬月額は 17 万円と記載されており、オンライン記録における標準報酬月額と一致する上、

オンライン記録において、請求者の請求期間⑳における標準報酬月額が訂正された等の不自

然な点は見当たらない。 

    さらに、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年

金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び

請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるところ、前述の請求者に



 

係る平成９年１月度から平成 10 年７月度までの給与支給明細書における厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額を上回らない。 

    このほか、請求期間⑳に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期

間⑳において、請求者の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

  21 請求期間㉑について、商業登記の記録によると、Ｗ１社は、平成 20 年６月１日にＨ３社

に合併し解散しているところ、Ｈ３社は、「社内文書規程により、請求期間㉑当時の資料は

既に処分しており、請求者の勤務及び保険料控除状況については不明である。」旨回答して

おり、請求者の請求期間㉑に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、事業所から

確認することができない。 

    また、請求期間㉑当時のＷ１社の事務担当者が、タクシー乗務員に係る入社時の厚生年金

保険及び雇用保険の届出について、「いずれも入社日を資格取得日として届出を行っていた。」

旨陳述しているところ、請求者の同社における雇用保険被保険者の資格取得年月日は平成 10

年８月６日であり、厚生年金保険被保険者の資格取得年月日と一致する。 

    さらに、Ｗ１社に係るオンライン記録において、請求者の被保険者記録と重複する期間に

被保険者記録がある複数の者に照会したが、請求者の請求期間㉑に係る勤務及び厚生年金保

険料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    加えて、オンライン記録において、請求者のＷ１社における資格取得日が訂正された等の

不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間㉑に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間㉑に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

  22 請求期間㉒について、オンライン記録によると、請求者のＷ１社における標準報酬月額は、

平成 11年 10 月の定時決定前は 26万円、当該定時決定以降は 22万円とそれぞれ記録されて

いるところ、請求者は、「Ｗ１社におけるタクシー乗務員としての給与は、額面で 29 万円以

上、手取りで 26万円ないし 27 万円くらいだった。また、平成 11年 10 月から標準報酬月額

が 22 万円に引き下げられており、会社が意図的におかしな記録にしている。」旨主張してい

る。 

    しかしながら、商業登記の記録においてＷ１社の合併先であるＨ３社は、「社内文書規程

により、請求期間㉒当時の資料は既に処分しており、請求者の請求期間㉒に係る届出及び保

険料控除状況については不明である。」旨回答しており、請求者の請求期間㉒に係る各月の

報酬月額及び厚生年金保険料控除額について、事業所から確認することができない。 

    また、請求者が給与振込先であったとするＩ３社から提出された請求者に係る取引履歴を

見ると、平成 10 年８月から平成 11 年 12 月までの各月 28 日頃に計 17 回のＷ１社の給与と

考えられる振込履歴が確認できるところ、当該 17 回の振込額はいずれも 26 万円未満である

上、このうち 13回の振込額は 20万円未満である。 

さらに、請求期間㉒当時のＷ１社の事務担当者が、タクシー乗務員に係る厚生年金保険の

報酬月額の届出について、「定時決定の対象となる期間における報酬の総額を届け出ていた。」

旨回答しているところ、Ｗ１社においてタクシー乗務員であったとする元同僚から提出され

た請求期間㉒当時の給与支給明細書によると、平成 10 年から平成 12 年までの各年の定時決

定の対象となる期間における報酬の総額から求められる標準報酬月額は、同人のオンライン

記録における標準報酬月額とそれぞれ一致している。 



 

加えて、Ｗ１社に係るオンライン記録において、請求者の被保険者記録と重複する期間に

被保険者記録がある複数の者に照会したが、同社における自身の標準報酬月額が実際の給与

額よりも低く記録されているとする者はいなかった。 

    また、オンライン記録において、請求者の請求期間㉒における標準報酬月額が訂正された

等の不自然な点は見当たらない。 

このほか、請求期間㉒に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期

間㉒において、請求者の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

  23 請求期間㉓について、請求者は、「Ｗ１社の退社日は平成 11年 12 月 24 日であり、その後

は同社に勤務していないが、平成 11年 12 月を年金額の計算の基礎となる被保険者期間とし

て認めてほしい。」旨主張しているところ、前述のとおり、厚生年金保険の被保険者期間に

ついては、厚生年金保険法第 19 条第１項において、「被保険者期間を計算する場合には、月

によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれ

に算入する。」旨、また、被保険者資格の喪失時期については、同法第 14 条において、「被

保険者は、その事業所に使用されなくなった日の翌日に被保険者の資格を喪失する。」旨、

それぞれ規定されていることから、仮に請求者の主張どおり、請求者が平成 11 年 12 月 24

日に使用されなくなったのであれば、厚生年金保険法において、平成 11年 12 月は、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間に算入されない。 

    また、請求者は、「平成 11年 11 月及び同年 12 月の給与から厚生年金保険料は控除されて

いなかった。」旨陳述しているところ、厚生年金特例法に基づき、記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、請求者が、請求期間において、厚生年金保険被保険者として負担すべき保

険料を事業主により給与から控除されていた事実が認められる場合とされていることから、

請求者の給与から請求期間㉓に係る厚生年金保険料が控除されていなかった場合は、厚生年

金特例法による記録訂正の対象とはならない。 

    さらに、商業登記の記録においてＷ１社の合併先であるＨ３社は、「社内文書規程により、

請求期間㉓当時の資料は既に処分しており、請求者の勤務及び保険料控除状況については不

明である。」旨回答しており、請求者の請求期間㉓に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について、事業所から確認することができない。 

    加えて、請求期間㉓当時のＷ１社の事務担当者が、「従業員について、在職中に被保険者

資格を喪失させることはなく、退社日まで厚生年金保険に加入させていた。」旨回答してい

るところ、同社に係る請求者の退社簿に記載された退社年月日、及び請求者の同社に係る雇

用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書における離職年月日は、いずれも平成 11 年 12

月 23 日であり、厚生年金保険被保険者の資格喪失年月日の記録と符合する。 

    また、Ｗ１社に係るオンライン記録において、請求者の被保険者記録と重複する期間に被

保険者記録がある複数の者に照会したが、請求者の請求期間㉓に係る勤務及び厚生年金保険

料の控除をうかがわせる回答又は陳述はなかった。 

    さらに、オンライン記録において、請求者のＷ１社における資格喪失日が訂正された等の

不自然な点は見当たらない。 

    このほか、請求者の請求期間㉓に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

       これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として、請求期間㉓に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 


